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貸 借 対 照 表 
(２０２１年３月３１日現在)        （単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 
科     目 金   額 科     目 金   額 

流 動 資 産 34,333,292 流 動 負 債 16,831,354 

現 金 預 金 1,045,746 支 払 手 形 20,484 

受 取 手 形 108,247 工 事 未 払 金 7,552,451 

完成工事未収入金 32,146,839 短 期 借 入 金 5,700,000 

未 成 工 事 支 出 金 481,315 リ ー ス 債 務 3,966 

材 料 貯 蔵 品 142,338 未 払 金 667,749 

前 渡 金 68,835 未 払 法 人 税 等  736,297 

未 収 入 金 250,797 未 成 工 事 受 入 金 37,339 

そ の 他 89,173 預 り 金 272,976 

  賞 与 引 当 金 1,570,181 

固 定 資 産 6,871,259 工 事 損 失 引 当 金 119,723 

有 形 固 定 資 産  4,698,692 完 工 補 償 引 当 金 64,209 

建 物 2,523,008 災 害 補 償 引 当 金 81,820 

構 築 物 186,819 環 境 対 策 引 当 金 2,676 

機 械 装 置 165,645 そ の 他 1,477 

車 輌 運 搬 具 93,798 固 定 負 債 1,450,396 

工 具 器 具 ・ 備 品 99,639 リ ー ス 債 務 3,203 

土 地 1,569,249 退 職 給 付 引 当 金 1,321,257 

リ ー ス 資 産 7,169 役員退職慰労引当金 76,300 

建 設 仮 勘 定 53,362 資 産 除 去 債 務  41,670 

  そ の 他 7,966 

無 形 固 定 資 産 39,450 負 債 合 計 18,281,751 

ソ フ ト ウ ェ ア  39,450 純 資 産 の 部 

  株 主 資 本 22,737,724 

  資 本 金 472,000 

投資その他の資産 2,133,115 資 本 剰 余 金 94,978 

投 資 有 価 証 券  210,427 資 本 準 備 金 94,978 

関 係 会 社 株 式  794,861 利 益 剰 余 金 22,892,662 

出 資 金 1,000 利 益 準 備 金 94,255 

長 期 貸 付 金 1,521 その他利益剰余金 22,798,407 

繰 延 税 金 資 産  962,914 別 途 積 立 金 1,750,000 

そ の 他 196,745 繰越利益剰余金 21,048,407 

貸 倒 引 当 金 △34,353 自 己 株 式 △721,917 

  評価・換算差額等  185,076 

  その他有価証券評価差額金 183,352 

  繰 越 ヘ ッ ジ 損 益 1,724 

  純 資 産 合 計 22,922,801 

資 産 合 計 41,204,552 負債・純資産合計 41,204,552 
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個 別 注 記 表 
I. 重要な会計方針 

１. 資産の評価基準及び評価方法  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 
 

子会社株式及び関係会社株式  

市場価格のあるもの  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの  移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のあるもの    期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法 

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの    移動平均法による原価法 

 

(2) デリバティブ         時価法 

 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金    個別法による原価法 

材料貯蔵品      先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿 

           価切下げの方法により算定） 

 

２. 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産     定率法〔但し、平成 10 年 4 月 1 日以降取得の建物（建物附属設備を

除く）、平成 28 年 4 月 1 日以降取得の建物附属設備及び構築物につい

ては定額法〕によっております。 

 

(2) 無形固定資産         定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法で償却しており

ます。 

 

(3) リース資産      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

 

３. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金      営業債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績に基づいた実績率により、また、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 

(2) 賞与引当金      従業員の賞与支給に備えるため、次回賞与支給見込額の当事業年度対

応分を計上しております。 

 

(3) 工事損失引当金    受注工事の損失発生に備えるため、当期末手持ち工事のうち、損失の

発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見積もることができる工事につ

いて、損失見積額を計上しております。 

 

(4) 完成工事補償引当金  引渡しを完了した工事に係る瑕疵担保に対する補償について、当事業

年度末における補償見込額を計上しております。 

 

（リース資産を除く） 

 

（リース資産を除く） 
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(5) 災害補償引当金    過去に発生した工事災害による将来の損失補償について、当事業年度

末における支払見込額を計上しております。 

 

(6) 退職給付引当金    従業員（執行役員含む）の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務

の算定に当たり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。数理計算上の差異

は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生した翌期から費

用処理することとしております。また、過去勤務費用は、その発生時

の従業員の平均残存勤務年数以内の一定の年数（１５年）による定額

法により按分した額を費用処理することとしております。 

 

(7) 役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額に

基づき計上しております。 

 

(8) 環境対策引当金    有害物質（ポリ塩化ビフェニル等）の廃棄に係る将来の支出に備える

ため、処理見込額を計上しております。 

 

４. 収益及び費用の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基

準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

しております。 

なお、工事進行基準による完成工事高は、27,700,418 千円であります。 

５. 重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法   繰延ヘッジ処理によっております。 

 

(2) ヘッジ手段と対象 

① ヘッジ手段：為替予約 

② ヘッジ対象：外貨建金銭債務 

 

(3) ヘッジ方針      デリバティブの取引に関しては、社内規程に基づき実施しておりま

す。外貨建金銭債務に関わる将来の為替変動リスクを減少させるた

め、将来の実需を勘案して必要な範囲で為替変動リスクをヘッジして

おります。なお、売買益を目的とした投機的な取引は一切行わない方

針としております。 

６. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記 

    「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年 3 月 31 日）を 

   当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を 

   記載しております。 

 

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記 

    会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、 

   翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

          工事損失引当金                        119,723 千円 

完工補償引当金                         64,209 千円 
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Ⅳ．貸借対照表に関する注記 

１. 担保資産及び担保付債務 

    担保に供している資産 

          建 物                            239,588 千円 

土 地                            662,187 千円 

上記に対応する債務 

短期借入金                          5,200,000 千円 

 

２. 有形固定資産の減価償却累計額                               4,872,581 千円 

 

３. 保証債務 

株式会社スガテックマネジメントの銀行借入に対する債務保証     250,000 千円 

 

４. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

          短期金銭債権                      25,661,407 千円 

          短期金銭債務                       1,959,441 千円 

 

５.  損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

で表示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金に対応する、工事損

失引当金は 892 千円であります。 

 

 

Ⅴ．損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

営業取引高 

          売上高                         32,665,962 千円 

          仕入高                          5,397,254 千円 

          販売費及び一般管理費                     33,657 千円 

営業取引以外の取引高 

受取配当金                         33,558 千円 

受取賃貸料                         15,626 千円 

経営指導料                         47,310 千円 

雑収入                           21,979 千円 

 

２．完成工事原価に含まれる工事損失引当金戻入額は 141,083 千円であります。 

 

 

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項                      

 (単位:株) 

(注１)期末発行済株式数に自己株式を含み、期中平均株式数は 8,242,902 株であります。 

 

 当期首株式数 当期末株式数 摘 要 

発行済株式 8,844,500 8,844,500 普通株式 

自己株式  601,598  601,598 普通株式 
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２. 剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

      2020 年 6 月 25 日開催の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項を 

次のとおり決議しております。 

①  配 当 金 の 総 額                     453,359 千円 

②  １株当たりの配当額                        55 円 

③  基 準 日                    2020 年 3 月 31 日 

④  効 力 発 生 日                    2020 年 6 月 26 日 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力が翌期となるもの 

2021 年 6 月 24 日開催の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項を 

次のとおり提案しております。  

①  配 当 金 の 総 額                                  906,719 千円 

②  配 当 原 資                       利益剰余金 

③  １株当たりの配当額                       110 円 

④  基 準 日                   2021 年 3 月 31 日 

⑤  効 力 発 生 日                   2021 年 6 月 25 日 

 

 

Ⅶ．税効果会計に関する注記 

１. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金                         480,789 千円 

退職給付引当金                                             404,569 千円 

土地評価損                           133,362 千円 

減価償却超過額                                              78,422 千円 

投資有価証券評価損                      11,762 千円 

関係会社株式評価損                     114,864 千円 

未払事業税                              51,846 千円 

会員権評価損                            35,896 千円 

その他                           161,379 千円 

 

繰延税金資産小計                      1,472,894 千円 

評価性引当額                       △428,298 千円 

 

繰延税金資産合計                      1,044,595 千円 

 

 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金                  △80,920 千円 

繰延ヘッジ損益                                              △761 千円 

 

繰越税金負債合計                     △81,681 千円 

 

繰越税金資産の純額                     962,914 千円 
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Ⅷ．関連当事者との取引に関する注記 

１.その他の関係会社等 

(注１)取引条件及び取引条件の決定方針等については、市場価格を勘案して、交渉の上で決定しておりま 

す。 

(注２)取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

(注３)株式会社スガテックマネジメントの銀行借入（250,000 千円、期限 2021 年 4 月 20 日）につき、債務 

   保証を行ったものであり、年率 0.2％の保証料を受領しております。 

 

 

２.子会社及び関連会社等 

(注１)取引条件及び取引条件の決定方針等については、市場価格を勘案して、交渉の上で決定しておりま 

す。 

(注２)取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 

その他の

関係会社 

日本製鉄株

式会社 

東京都 

千代田区 
419,524,979 

鉄鋼製品 

の製造及び

販売 

18.7％ 
・同社より、機械設備の設

計、製作、据付及び整備工

事を受注している 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

完成工事高 32,665,962 完成工事未収入金 25,652,080 

会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 

株式会社 

スガテック

マネジメン

ト 

東京都 

港区 
215,400 

債務引受型

決済サービ

ス引受 

20.8％ 
・債務保証 

・保証料の受入れ 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

債務保証 250,000 ― ― 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

子会社 

株式会社 

インターコ

ープ 

東京都 

港区 
90,000 

建設用機材・ 

資材の販売等 
100％ 

・建設用機材・資材等の発注 

 

・同社に事務所の一部を転貸 

及び賃貸している 

 

・同社に対し、経営指導を行

っている。 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

仕入高 5,376,190 工事未払金 1,959,411 

経営指導料 47,310 ― ― 
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３.兄弟会社等  

(注１)取引条件及び取引条件の決定方針等については、市場価格を勘案して、交渉の上で決定しておりま 

す。 

(注２)取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

 

Ⅸ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、車輌運搬具と工具器具・備品の一部は、所有権移転外フ

ァイナンス・リース契約により使用しております。 

 

 

Ⅹ．金融商品に関する注記 

１. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に関する取組方針 

当社は、資金計画に基づき資金を調達しており、その調達方法は資金需要の長短等の特性を

踏まえて決定しております。デリバティブは、為替変動リスクを回避するために行ってお

り、投機的な取引は行っておりません。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク管理 

受取手形及び完成工事未収入金は四半期毎に残高管理を行っており、また、顧客別に係る信

用リスクは与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 

また、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、上場株式については

四半期毎に時価の把握を行っております。 

デリバティブ取引については、社内管理規程に従っており、また、デリバティブの利用にあ

たっては信用力の高い金融機関とのみ取引を行っております。  

 

(3)信用リスクの集中 

当社における営業債権のうち 79.5％が特定の大口顧客（日本製鉄株式会社）に対するもので

あります。 

 

 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

その他

の関係

会社の

子会社 

日鉄エンジ

ニアリング

株式会社 

東京都 

品川区 
15,000,000 

製鉄・環境ﾌﾟﾗﾝ

ﾄの建設等 
― 

・同社より、機械設備の設

計、製作、据付を受注して

いる。 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

完成工事高 3,659,372 完成工事未収入金 2,580,255 

会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

日鉄テック

スエンジ株

式会社 

東京都 

千代田区 
5,468,716 

鉄鋼生産設備等

の機械・電気計

装・システム・

建設に関するエ

ンジニアリング

及び整備、操業 

― 
・同社に、機械設備の設

計、製作、据付を発注して

いる。 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

仕入高 1,246,159 工事未払金 1,516,037 
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２. 金融商品の時価等に関する事項 

2021 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次の表には含まれて

おりません。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金預金 1,045,746 1,045,746 ― 

(2) 完成工事未収入金 32,146,839 32,146,839 ― 

(3) 投資有価証券    

その他有価証券 210,147 210,147 ― 

(4) 関係会社株式 389,149 389,149 ― 

  資産計 33,791,882 33,791,882 ― 

(1) 工事未払金 7,552,451 7,552,451 ― 

(2) 短期借入金 5,700,000 5,700,000 ― 

(3) 未払金 667,749 667,749 ― 

負債計 13,920,200 13,920,200 ― 

(注１) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

資産 

(1)  現金預金、（2）完成工事未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3）投資有価証券、（4）関係会社株式 

            これらの時価については、取引所の価格によっております。  

負債 

    (1) 工事未払金、(2)短期借入金、(3)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(注２) 非上場株式(貸借対照表計上額 405,991 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャシュ・フロ

ーを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産(3)投

資有価証券」「資産 (4)関係会社株式」には含めておりません。 

 

Ⅺ．1 株当たり情報に関する注記 

１. １株当たり純資産額                     2,780 円 91 銭 

２. １株当たり当期純利益                     380 円 95 銭 

 

Ⅻ．重要な後発事象 

      該当事項はありません。 

 

※記載しております数字の内、金額及び株式数については、表示単位未満の端数を切り捨て、その他は、四

捨五入により表示しております。 

  

 

 

 

 


